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平成２２年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の概要 

 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方自治体は、財政の健全性を判断するための

指標（健全化判断比率）と、公営企業ごとに経営状況を明らかにする指標（資金不足比率）を公表すること

とされています。 

また、この各指標が一定の基準以上になった場合は、財政の早期健全化や財政の再生を図るための計

画作成等が必要になります。 

 

 

Ⅰ 健全化判断比率 

全ての指標について、早期健全化基準を下まわっています。 

 

 実質赤字比率
連結実質 

赤字比率 

実質公債費 

比率 
将来負担比率

相模原市 赤字は無い 赤字は無い ４．３％ ３０．１％ 

早期健全化基準 １１.２５％ １６.２５％ ２５％ ４００％ 

財政再生基準 ２０％ ３５％ ３５％  

 

 

早期健全化基準とは 

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上となった場合、財政健全化団体とな

り、財政健全化計画の策定・公表をしなければなりません。 

なお、平成２１年度決算に基づく算定より、相模原市の団体区分が指定都市となり、

将来負担比率の早期健全化基準が３５０％から４００％へと変更となりました。 

 

財政再生基準とは 

実質赤字比率、連結実質赤字比率または実質公債費比率のいずれかが財政再生基準以

上となった場合、財政再生団体となり、財政再生計画の策定・公表をしなければなりま

せん。また、地方債の発行が制限されます。 

 

 

 

 

 

詳細は次ページ以降をご覧ください。 
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○ 実質赤字比率 

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 連結実質赤字比率 

全会計（財産区特別会計を除く）を対象とした連結実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

 

（単位：千円） 

 対象となる会計 実質収支額 対象となる会計 資金不足･剰余額

 一般会計 7,956,290 下水道事業特別会計 779,337

 
母子寡婦福祉資金貸付事業 
特別会計 

1,955 簡易水道事業特別会計 41,608 

 公債管理特別会計 0 農業集落排水事業特別会計 4,788

 
国民健康保険事業特別会計 
（事業勘定） 

733,195 資金不足･剰余額 計    ② 825,733

 
国民健康保険事業特別会計 
（直営診療勘定） 

12,026 連結実質収支額 ①＋② 10,348,628

 老人保健医療事業特別会計 148,443 連結実質赤字額 ａ 赤字は無い

 

自動車駐車場事業特別会計 105,710 標準財政規模 ｂ 130,394,063

介護保険事業特別会計 389,924 連結実質赤字比率 ａ／ｂ ※2 

 後期高齢者医療事業特別会計 175,352   

実質収支額 計 ① 9,522,895

※2 連結実質収支が黒字となり連結実質赤字額が生じないため、実質赤字比率は算定されません。 

 

実質赤字比率、連結実質赤字比率ともに、算定初年度（平成 19 年度決算）から、全会計で赤字は発生していない。 

（単位：千円）

対象となる会計 実質収支額 

一般会計 7,956,290

母子寡婦福祉資金貸付事業 
特別会計 

1,955

公債管理特別会計 0

実質収支額 計  7,958,245

一般会計等の実質赤字額 ａ 赤字は無い

標準財政規模 ｂ 130,394,063 

実質赤字比率 ａ／ｂ ※1 ―

※1 実質収支が黒字となり実質赤字額が生じないた
め、実質赤字比率は算定されません。 

実質赤字比率 ＝

一般会計等の 
実質赤字額 

標準財政規模 
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○ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

 

 

 

実質公債費比率 ＝

（３か年平均） 

(地方債の元利償還金＋準元利償還金)－(特定財源 
＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模 
－(元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

 

 

（単位：千円） 

決算年度 平成２２年度 平成２１年度 平成２０年度 

  地方債の元利償還金 19,563,369 19,572,224 19,522,003 

  準元利償還金 4,618,710 4,124,874 3,843,765 

元利償還金･準元利償還金 計 ａ 24,182,079 23,697,098 23,365,768 

特定財源 ｂ 7,406,587 6,380,142 6,506,320 

元利償還金･準元利償還金に 
係る基準財政需要額算入額 

ｃ 12,243,047 12,037,071 11,600,433 

標準財政規模 ｄ 130,394,063 126,693,932 128,976,473 

実質公債費比率(単年度) 
a-(b+c)
ｄ-ｃ 

３.８％ ４.６％ ４.５％

実質公債費比率(３か年平均) ４.３％ ４.７％ ５.０％

 

準元利償還金とは 

公営企業債の償還に充当された一般会計等からの繰出金や、債務負担行為に基づく支出

のうち公債費に準ずるもの等。 

 

 

 

平成２２年度は前年度と比べ、元利償還金・準元利償還金が増加したものの、標準財政規模

の増加などにより、単年度の実質公債費比率は０．８ポイント、３か年平均では平成２１年度と比

べ０．４ポイント改善しました。 
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○ 将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額 

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

標準財政規模 

－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

 

 

（単位：千円） 

決算年度 平成２２年度 平成２１年度 増減 

  地方債の現在高 207,276,620 195,395,062 11,881,558

  
債務負担行為に基づく 
支出予定額 

22,532,170 24,256,228 ▲ 1,724,058

  公営企業債等繰入見込額 46,979,615 47,898,349 ▲ 918,734

  組合等負担等見込額 0 0 0

  退職手当負担見込額 41,381,890 43,054,322 ▲ 1,672,432

  設立法人の負債額等負担見込額 5,922,018 3,104,729 2,817,289

  連結実質赤字額 0 0 0

  
組合等連結実質赤字額負担 
見込額 

0 0 0

将来負担額 計 ａ 324,092,313 313,708,690 10,383,623

  充当可能基金額 21,738,173 27,232,402 ▲ 5,494,229

  特定財源見込額 90,305,595 90,034,526 271,069

  
地方債現在高等に係る 
基準財政需要額算入見込額 

176,463,276 154,469,857 21,993,419

充当可能基金額等 計 ｂ 288,507,044 271,736,785 16,770,259

標準財政規模 ｃ 130,394,063 126,693,932 3,700,131

元利償還金･準元利償還金に 
係る基準財政需要額算入額 

ｄ 12,243,047 12,037,071 205,976

将来負担比率 
ａ-ｂ
ｃ-ｄ

３０.１％ ３６.６％ ▲ ６.５

 

 

平成２２年度は前年度と比べ、臨時財政対策債や合併特例債の発行により地方債残高が  

増額しているものの、基準財政需要額に算入される公債費や標準財政規模の増額などにより、

平成２１年度と比べ６．５ポイント改善しました。 
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Ⅱ 資金不足比率 

公営企業会計を対象とした資金不足額の事業規模に対する比率 

 

 

 

 

 

 

 

対象となる会計 資金不足比率 経営健全化基準 

下水道事業特別会計 資金不足は無い 

２０％ 簡易水道事業特別会計 資金不足は無い 

農業集落排水事業特別会計 資金不足は無い 

   

 

経営健全化基準とは 

資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合、経営健全化団体となり、基

準以上となった公営企業ごとに、経営健全化計画の策定・公表をしなければなり

ません。 

 
 
 

資金不足比率は、算定初年度（平成 19 年度決算）から、全ての公営企業会計において資金

不足は生じていません。 

 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

事業の規模 


